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令和６年能登半島地震への対応について



被災者の生活と生業（なりわい）支援のためのパッケージ

◼能登地方を震源とする最大震度７の地震により、広い範囲にわたって甚大な被害が生じた。政府は発災直後から、警察、消防、自衛隊を被災地に派遣し、救命救助、捜索活動に当たるとともに、
現地対策本部を設置して、道路の啓開やプッシュ型支援等による物資の支援など政府一体となって災害応急対策に取り組んできたが、今なお多くの方が厳しい避難生活を余儀なくされている。
◼「先が見えない」という現地の皆様の不安に応えるとともに、被災された方々が再び住み慣れた土地に戻って来られるよう、そして、一日も早く元の平穏な生活を取り戻すことができるよう、
ここに、緊急に対応すべき施策を「被災者の生活と生業（なりわい）支援のためのパッケージ」として取りまとめた。
◼施策を実行するために必要となる財政措置については、令和５年度・６年度の予備費を活用し、復旧・復興の段階に合わせて、数次にわたって機動的・弾力的に手当てする。
◼被災地の声にしっかりと耳を傾けながら、「被災地・被災者の立場に立って、できることはすべてやる」という決意で、被災者の生活と生業（なりわい）の再建支援に全力で取り組む。

基本方針

緊急対応策（主なもの）

○中小・小規模事業者の支援
・施設等の復旧を支援（なりわい再建支援事業（補助率3/4等、最大3億円又は15億円））

※多重被災事業者は、石川：最大5億円、富山・福井・新潟：最大1億円までは定額補助可

・小規模事業者の販路開拓を支援（災害支援枠（補助率2/3等、最大200万円））

・商店街の再生支援（アーケード・街路灯等の復旧、賑わい創出支援）

・伝統産業の事業継続に必要な道具や原材料の確保等、迅速な事業再開の後押し
・コロナ債務返済負担軽減策（リスケ時の追加保証料ゼロ、劣後ローンにおける金利優遇

措置、二重債務問題への対応等）

・資金繰り支援（日本政策金融公庫：別枠3億円、金利0.9％引下げ（上限・期間あり）等）

・能登半島産品の販売促進支援（特設サイト、販促イベント）

○農林漁業者の支援
・被災した農業用機械等の再建支援（農業用機械、農業用ハウス・畜舎、共同利用施設、

木材加工流通施設、特用林産振興施設等の再建・修繕への支援（補助率１/２等））

・営農再開に向けた支援（種子・種苗等の資材調達、繁殖用の牛・豚の再導入等）や、被

災農家等の柔軟な雇用による人手の確保

・被災農林漁業者の資金繰り支援（貸付当初５年間の実質無利子化等）

・景観にも配慮した棚田の復旧や観光とも連携した持続可能な里山づくり

・漁船等の復旧、漁場環境の回復への支援や、地域の将来ビジョンの下での里海資

源を活かした海業振興等

○観光復興に向けた支援
・風評対策として、観光地や交通機関の現状に関する正確な情報の発信、観光プロモ
ーションの重点的実施（２～３月）。

・「北陸応援割」（３～４月、補助率50％、最大20,000円／泊）。能登地域については、
復興状況を見ながら、より手厚い旅行需要喚起策を検討。

・ふるさと納税の積極的な活用による特産品販売、旅行等の促進
・観光関連事業者の支援（なりわい再建支援事業等の活用）（再掲）
・能登地域の観光拠点・観光資源の再生に向けて、観光地の復旧計画の策定・実行支
援、まちづくり支援、コンテンツ造成の支援等。

○地域の雇用対策等
・雇用調整助成金の助成率引上げ（中小企業2/3→4/5、大企業1/2→2/3）、支給日数延長

（100日/年→300日/年）等

・災害によって事業所が休止した場合等にも雇用保険の失業手当支給

（２）生業の再建

○迅速な災害復旧
・公共土木施設等

－激甚災害（本激）への指定、公共土木施
設（道路・河川等）や農林水産業施設等の
災害復旧等

－大規模災害復興法に基づく非常災害への
指定

－国による権限代行等（災害復旧工事等：道

路（能越自動車道）、河川・砂防（河原田

川）、港湾、漁港等）

－能登空港、のと鉄道等の早期復旧（道路

管理者など関係者との連携も確保）

－TEC-FORCE、MAFF-SAT等による人
的・技術的支援

・公共・公益施設等

－医療施設、水道施設、学校施設、社会教
育施設、社会福祉施設、文化財、放送・
通信設備等の災害復旧

※水道は４月以降に引き上がる補助率の
前倒し適用、上下水道一体での早期復
旧の推進

※全国の地方公共団体からの技術者派遣、
関係団体と連携した支援体制の構築

○復興まちづくり

・復興まちづくりの計画策定に向けた調査支
援、国・URなどの支援体制確保

・公共施設と隣地宅地等の一体的な液状化対
策

○令和６年能登半島地震についての
緊急調査

（３）災害復旧等

国の権限代行等により公共土木施設等
の迅速な災害復旧等を推進し、将来に
希望を持てる復興まちづくりを推進する。

地域経済を支える中小・小規模事業者、農林水産業、伝統産業、観光
業における、雇用の維持や事業継続の支援を手厚く講じ、持続可能な地
域経済の再生を図る。

○地方公共団体における様々な財政需要を的確に把握し、適切に地方財政措置

○避難所等における生活環境の改善
・必要物資の支援（被災地のニーズに応じ、プッシュ型からプル型に移行）

○命と健康を守るためのホテル・旅館等への二次避難
・利用額の基準を特例的に引上げ（7,000円⇒10,000円）
・要配慮者等にきめ細かく対応
－福祉タクシー、高齢者施設等の活用
－介護職員等の応援派遣やDMAT、DWAT等と連携し、医療・介護・福
祉ニーズに対応

－保育所、学校等に関する情報の提供
－孤立集落からの避難、被災地と二次避難所間の交通の確保

・被災地における防犯カメラの設置、パトロール強化等の防犯対策

○住み慣れた土地に戻るための住まいの確保
・罹災証明書の早期交付のため被害認定調査の簡素化・人的支援
・住宅の応急修理に対する支援
・倒壊家屋の解体・撤去支援、災害廃棄物の処理の円滑化

－全壊家屋に加え、特例的に半壊家屋も解体支援（自己負担ゼロ）
－所有者不明空家の解体について民法の新制度（所有者不明建物管理
制度）等の積極的活用

・被災者ニーズに応じた応急仮設住宅の供与等
－プレハブ仮設等に加え、地域型の木造仮設住宅の活用

・自力での再建・補修等を支援
－被災者生活再建支援金（最大300万円）の迅速な支給

○切れ目のない被災者支援
・見守り・相談などにより被災者に寄り添って支援

－在宅高齢者等への戸別訪問
－仮設住宅に入居する被災者等の見守り・相談支援等

・医療・介護等の自己負担・保険料の減免
・通園・通学支援、学習・就学支援（学びを継続するための環境整備等）、
心のケア等

・特定非常災害への指定（運転免許証の有効期間の延長等）
・インターネット上の偽情報・誤情報対策

○金融支援・税制上の対応等
・預金通帳を紛失した場合の柔軟な対応
・保険金支払い等の迅速化
・生活福祉資金貸付の貸付対象を被災世帯に拡大・貸付要件の緩和等
・国税・地方税の申告・納付等の期限の延長等
・雑損控除の前倒し適用等（与党税調の検討の結果を踏まえ、適切に措置）

・住民税全額免除水準の場合の物価高対策支援（10万円給付＋こども加算）

の適用

（１）生活の再建
被災地の方々の命と健康を守るため、避難所等における生活環境の改善
を図るとともに、住み慣れた土地に再び戻って来ることができるよう、（３）
の道路、水道、学校施設等の復旧とあわせて、住まいの確保を図る。

令和６年１月25日
令和６年能登半島地震非常災害対策本部
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被災高齢者等把握事業

地震、台風及び豪雨等の自然災害における被災者の孤立防止等のため、被災生活により状態の悪化が
懸念される在宅高齢者等に対して、個別訪問等による早期の状態把握、必要な支援の提供へのつなぎ等、
支援の届かない被災者をつくらない取組を一定期間、集中的に実施することを目的とする。

※ 被災生活により状態の悪化が懸念される在宅高齢者等に対し、支援の届かない被災者をつくらないこと
を目的として、災害の発生より概ね３か月以内の間で集中的に行う事業。（それ以降は既存の一般施
策活用することを想定。）

○実施主体 ： 災害救助法の適用を受けた都道府県、指定都市、中核市及び市町村
※民間団体（介護支援専門員等の職能団体等）へ委託可

○補助率 ： ①特定非常災害の指定がある場合 １０／１０
②上記以外の場合 １／２

事業内容
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令和６年能登半島地震の医療・介護の一部負担金・利用料の免除等に係る特別対策について

○ 災害救助法が適用された市町村に係る各保険者に対し要請の上、意向を聴取し、希望する保険者

等については、令和２年７月豪雨類似の以下の対応を実施。

１） 医療機関等（介護サービス事業所等を含む。）の窓口で、住宅全半壊・床上浸水等の被災をし

ていると申告した医療・介護の被保険者については、一部負担金・利用料の支払いを猶予する

※ 保険者等の判断により、猶予された者について、一部負担金・利用料の免除をすることができる

２） その場合、医療機関等から保険者等に10割請求をする

３） 保険者等は後日免除を行い、10割を医療機関等に支払う

※ 上記対応については、国においても、リーフレット等により避難所、医療機関等に積極的に周知する。

医療機関等
希望した

保険者等

被保険者

①被災の申告
（住宅全半壊等）

②10割請求

②請求
を猶予

④後日免除

③10割支払

＜留意事項＞
① 免除できるのは一部負担金・利用料のみであり、食費等の自己負担分

については窓口で徴収

② 免除する対象者は、支援の必要性を考慮し、以下の者とする
１） 住家の全半壊、全半焼、床上浸水又はこれに準ずる被災をした者
２） 主たる生計維持者が死亡し又は重篤な傷病を負った者
３） 主たる生計維持者の行方が不明である者
４） 主たる生計維持者が業務を廃止し、又は休止した者
５） 主たる生計維持者が失職し、現在収入がない者
※ 通常の免除基準とは異なり、収入・資産要件は設けない。
※ この措置に基づき免除した自治体の負担分（介護保険は１号保険

料相当分）については特別調整交付金による財政支援の対象とする。

③ 行政機能が低下している市町村に限らず、災害救助法が適用される全
市町村に対して照会（判断が間に合わない市町村については随時追加）

④ 県外の医療機関等も対象に、当面、令和６年９月診療分・サービス分ま
で実施する予定（必要に応じて延長も検討する）

＜イメージ＞
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１．概要

令和６年能登半島地震により被害を受けた介護施設等に関し、災害の速やかな復旧を図り、もって施設入所
者等の福祉を確保するため、施設の災害復旧に要する費用について財政支援を行う。

２．補助対象施設

◇特別養護老人ホーム ◇養護老人ホーム ◇老人デイサービスセンター
◇老人短期入所施設 ◇軽費老人ホーム ◇認知症高齢者グループホーム
◇介護老人保健施設 ◇訪問看護ステーション 等

５．補助率の引き上げ（激甚災害に指定された場合）

◇ 特別養護老人ホーム・養護老人ホーム（激甚災害法の対象）

国1/2、都道府県等1/4、事業者1/4 → 国2/3程度（注１）、都道府県等1/6程度（注１）、事業者1/6
注１ 嵩上げ率は、自治体の税収と河川・道路、学校などを含めた災害復旧費事業の自治体負担額に応じて算定することから、「程度」と表記。

◇ 認知症高齢者グループホーム・介護老人保健施設等のその他施設（激甚災害法の対象外） （注２）

国1/2、都道府県等1/4、事業者1/4 → 国2/3、都道府県等1/6、事業者1/6
注２ 東日本大震災、熊本地震、平成30年北海道胆振東部地震、令和２年７月豪雨、令和４年８月豪雨等、令和５年豪雨等の際も、予算措置等により同様に対応。

※１ 上記は、公立ではなく、社会福祉法人等の民間法人立施設の場合。 ※２ その他施設は種類によって補助率が異なる。

３．補助対象経費

介護施設の災害復旧事業に要する経費
（※災害復旧事業が１件につき８０万円以上）

４．設置主体

都道府県、市町村、社会福祉法人 等

６．国庫補助協議に係る事務の流れ
協議書提出

（原則被災後30日以内）状況把握

災害査定
（実地調査）

査定結果の報告
協議書の修正

都道府県
指定都市
中核市

地方厚生（支）局

地方財務局

厚生労働省

被災
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令和６年能登半島地震により被災した介護サービス事業者等に対し、事業再開に要する設備等の経
費に対する国庫補助を行い、被災地で生活する要介護高齢者に対する介護サービスを確保する。

１．実施主体 都道府県・指定都市・中核市

２．補助率 定額補助

（介護保険サービス・施設ごとに定める額）

３．補助対象 災害により被災した介護事業所・

施設等を有する事業者

（対象となる事業所・施設等は右のとおり）

４．補助対象となる経費の例
・ 事業所の車輌（訪問、送迎、移送用）
・ 事務用品、事務機器（パソコン、デスク、コピー機、
キャビネットなど、事業所・施設事務に要するもの）

・ 事業所を借り上げる際の礼金・事務手数料
・ その他事業再開に必要となる初度経費

【予算科目】
（項）介護保険制度運営推進費 （目）社会福祉施設等設備災害復旧費補助金

（対象となる介護保険サービス・施設）

訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、
訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ、通所介護、通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ、
短期入所生活介護、短期入所療養介護、
特定施設入居者生活介護、福祉用具貸与、
居宅介護支援、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、
夜間対応型訪問介護、地域密着型通所介護、
認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、
認知症対応型共同生活介護、
看護小規模多機能型居宅介護、養護老人ホーム、
特別養護老人ホーム、軽費老人ホーム、
介護老人保健施設、介護医療院、
地域包括支援センター

※介護サービス事業者等の「等」は居宅介護支援事業所及び地域包括支援センターを指す。
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（注）派遣可能職員の登録に関しては、各都道府県の状況に応じて、実情
に則した方法により調整。

厚生労働省・災害福祉支援ネットワーク中央センター（全社協）

③情報提供
ニーズ把握

＜主な業務＞
・ 被災県との連絡、調整 ・ 団体間の連絡、調整等

Ａ県 Ｂ県 Ｃ県

Ａ県災福NW事務局

②派遣可能職員数
・期間等の登録

応援の福祉施設

被災した福祉施設
（入所系施設）

（利用者、要援護者）

石川県

①協力依頼 ⑤マッチング

○ 被災地域における社会福祉施設の入所者等の生活を確保するため、「災害福祉支援ネットワーク中央センター」（中央センター）等の場を活用した体制
の整備・介護職員等の広域的な派遣体制を構築する。

○ 各県において派遣可能職員の登録にあたっては、避難所へのDWAT派遣や各福祉関係団体による被災施設応援派遣が連携して対応するために、
DWATの派遣調整を行う「各県災害福祉支援ネットワーク」と情報を共有して実施できる体制を構築し実施する。

○ 厚生労働省・中央センターにおいて、他県からの応援派遣可能な介護職員等数の情報を集約し、被災県において、受け入れニーズを把握した上で、全
国組織団体の協力を得つつ、マッチングを行う。

令和６年能登半島地震における介護職員等の応援派遣について

B県災福NW事務局

福祉関係団体

老健局 障害部

厚労省

C県災福NW事務局

⑥応援職員の派遣

福祉関係団体

④収集したニーズ
の共有

こども
家庭庁

社会局
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介護保険制度における今後の課題について



平成１２年４月 介護保険法施行第１期
（平成１２年度～）

平成２６年改正（平成２７年４月等施行）

○地域医療介護総合確保基金の創設

○地域包括ケアシステムの構築に向けた地域支援事業の充実（在宅医療・介護連携、認知症施策の推進等）

○全国一律の予防給付(訪問介護・通所介護)を市町村が取り組む地域支援事業に移行し、多様化

○低所得の第一号被保険者の保険料の軽減割合を拡大、一定以上の所得のある利用者の自己負担引上げ（平成27年８月） 等

○特別養護老人ホームの入所者を中重度者に重点化

平成２３年改正（平成２４年４月等施行）

○地域包括ケアの推進。２４時間対応の定期巡回・随時対応サービスや複合型サービスの創設。介護予防・日常生活支援総合
事業の創設。介護療養病床の廃止期限の猶予（公布日）

○医療的ケアの制度化。介護職員によるたんの吸引等。有料老人ホーム等における前払金の返還に関する利用者保護

平成２０年改正（平成２１年５月施行）

○介護サービス事業者の法令遵守等の業務管理体制整備。休止・廃止の事前届出制。休止・廃止時のサービス確保の義務化等

平成１７年改正（平成１８年４月等施行）

○介護予防の重視（要支援者への給付を介護予防給付に。地域包括支援センターを創設、介護予防ケアマネジメントは地域包括
支援センターが実施。介護予防事業、包括的支援事業などの地域支援事業の実施）

○小規模多機能型居宅介護等の地域密着サービスの創設、介護サービス情報の公表、負担能力をきめ細かく反映した第１号保
険料の設定 など

平成２９年改正（平成３０年４月等施行）

○全市町村が保険者機能を発揮し、自立支援・重度化防止に向けて取り組む仕組みの制度化

○「日常的な医学管理」、「看取り・ターミナル」等の機能と「生活施設」としての機能を兼ね備えた、介護医療院の創設

○特に所得の高い層の利用者負担割合の見直し（２割→３割）、介護納付金への総報酬割の導入 など

第２期
（平成１５年度～）

第３期
（平成１８年度～）

第４期
（平成２１年度～）

第５期
（平成２４年度～）

第６期
（平成２７年度～）

第７期
（平成３０年度～）

第８期
（令和３年度～）

令和２年改正（令和３年４月施行）

○地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する市町村の包括的な支援体制の構築の支援

○医療・介護のデータ基盤の整備の推進

介護保険制度の主な改正の経緯

第９期
（令和６年度～）

令和５年改正（令和６年４月等施行）

○医療保険者と介護保険者が被保険者等に係る医療・介護情報の収集・提供等を行う事業を一体的に実施することとし、介護保
険者が行う当該事業を地域支援事業として位置付け

○介護サービス事業者に経営情報の報告義務を課した上で当該情報に係るデータベースを整備 など 9



2024年度に実施する取組 2028年度までに検討する取組

働き方に中立
的な社会保障
制度等の構築

（労働市場や雇用の在り方の見直し）
•「同一労働同一賃金ガイドライン」等の必
要な見直しの検討
•「多様な正社員」の拡充に向けた取組 等

（勤労者皆保険の実現に向けた取組）
•短時間労働者への被用者保険の適用に関する企業規模要件の撤廃等
•フリーランス等の社会保険の適用の在り方の整理 ・年収の壁に対する取組 等

医療・介護制
度等の改革

•前期財政調整における報酬調整の導入
•後期高齢者負担率の見直し
※上記２項目は法改正実施済み

•介護保険制度改革
（第１号保険料負担の在り方）
•介護の生産性・質の向上
（ロボット・ICT活用、経営の協働化・大規
模化、人員配置基準の柔軟化等）
•イノベーションの適切な評価などの更なる
薬価上の措置を推進するための長期収載品
の保険給付の在り方の見直し
•診療報酬改定、介護報酬改定、障害福祉サ
ービス等報酬改定の実施
•入院時の食費の基準の見直し等
•生活保護制度の医療扶助の適正化

（生産性の向上、効率的なサービス提供、質の向上）
•医療DXによる効率化・質の向上 ・生成AI等を用いた医療データの利活用の促進
•医療機関、介護施設等の経営情報の更なる見える化
•医療提供体制改革の推進（地域医療構想、かかりつけ医機能が発揮される制度整備）
•介護の生産性・質の向上
•イノベーションの推進、安定供給の確保と薬剤保険給付の在り方の見直し
•国保の普通調整交付金の医療費勘案等 ・国保の都道府県保険料率水準統一の更なる推進
•介護保険制度改革（ケアマネジメントに関する給付の在り方、軽度者への生活援助サービス
等に関する給付の在り方）
•サービス付き高齢者向け住宅等における介護サービス提供の適正化
•福祉用具貸与のサービスの向上 ・生活保護の医療扶助の適正化等
•障害福祉サービスの地域差の是正
（能力に応じた全世代の支え合い）
•介護保険制度改革（利用者負担（２割負担）の範囲、多床室の室料負担）
•医療・介護保険における金融所得の勘案や金融資産等の取扱い
•医療・介護の3割負担（「現役並み所得」）の適切な判断基準設定等
•障害福祉サービスの公平で効率的な制度の実現
（高齢者の活躍促進や健康寿命の延伸等）
•高齢者の活躍促進 ・疾病予防等の取組の推進や健康づくり等
•経済情勢に対応した患者負担等の見直し（高額療養費自己負担限度額の見直し/入院時の食
費の基準の見直し） 等

「地域共生社
会」の実現

•重層的支援体制整備事業の更なる促進
•社会保障教育の一層の推進
•住まい支援強化に向けた制度改正 等

•孤独・孤立対策の推進
•身寄りのない高齢者等への支援 等

主な改革項目と工程

全世代型社会保障構築を目指す改革の道筋（改革工程）
◆ 能力に応じて全世代が支えあう「全世代型社会保障」の構築に向け、将来世代も含めた全世代の安心を保障し、社会保障制度の持続

可能性を高めるため、「時間軸」に沿って、今後取り組むべき課題をより具体化・深化させた「改革工程」を取りまとめ。

◆ ３つの「時間軸」で実施（①来年度（2024年度）に実施する取組、②加速化プランの実施が完了する2028 年度までに実施について
検討する取組、③2040年頃を見据えた、中長期的な課題に対して必要となる取組）

◆ 上記②の取組は、2028 年度までの各年度の予算編成過程において、実施すべき施策を検討・決定

※ 2040年頃を見据えた中長期的取組については、省略。
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全世代型社会保障構築を目指す改革の道筋（改革工程）（令和５年 1 2月 2 2日閣議決定）

に基づく今後の介護関係の検討事項

医療・介護
制度等の
改革

2024年度

に実施する

取組

○ 介護保険制度改革（第１号保険料負担の在り方）

○ 介護の生産性・質の向上（ロボット・ICT活用、経営の協働化・大規模化、人員配置基準の柔軟化等）

○ 診療報酬改定、介護報酬改定、障害福祉サービス等報酬改定の実施

2028年度
までに検討
する取組

【生産性の向上、効率的なサービス提供、質の向上】

○ 医療機関、介護施設等の経営情報の更なる見える化

○ 介護の生産性・質の向上（ロボット・ＩＣＴ活用、経営の協働化・大規模化の推進等）
※ 今後の実証事業によってエビデンスが確認された場合は、次期介護報酬改定を待たずに人員配置基準の特例的な柔軟化を行う方向で検討する。

○ 介護保険制度改革（ケアマネジメントに関する給付の在り方、軽度者への生活援助サービス等に関する給付
の在り方）
※ 第10期計画期間の開始（2027年度）までの間に結論を得る。

○ サービス付き高齢者向け住宅等における介護サービス提供の適正化

○ 福祉用具貸与のサービスの向上

【能力に応じた全世代の支え合い】

○ 介護保険制度改革（利用者負担（２割負担）の範囲、多床室の室料負担）
※ 利用者負担（２割負担）の範囲の見直しは、第10期計画期間の開始（2027 年度）の前までに結論を得る。
※ 多床室の室料負担の見直しについては、一部の施設について、2025年８月から新たに室料負担（月額８千円相当）を導入する。

○ 医療・介護保険における金融所得の勘案や金融資産等の取扱い

○ 医療・介護の3割負担（「現役並み所得」）の適切な判断基準設定等

【高齢者の活躍促進や健康寿命の延伸等】

○ 高齢者の活躍促進（総合事業の活性化に向けた環境整備）

「地域共生
社会」の
実現

2024年度
に実施する

取組
○ 住まい支援強化に向けた制度改正

2028年度
までに検討
する取組

○ 身寄りのない高齢者等への支援
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全世代型社会保障構築を目指す改革の道筋（改革工程）①
（令和５年1 2月2 2日閣議決定）（抄）

２．医療・介護制度等の改革

＜① 来年度（2024 年度）に実施する取組＞

◆ 介護保険制度改革（第１号保険料負担の在り方の見直し）

・ 第１号保険料に係る見直しについては、被保険者間の所得再分配機能を強化するため、国の定める標準段階の多段階化、高所得者

の標準乗率の引上げ、低所得者の標準乗率の引下げを行う。その際、制度内での所得再分配機能に係る対応が強まることを踏まえ、

低所得者の負担軽減に活用されている公費の一部について、現場の従事者の処遇改善を始めとする介護に係る社会保障の充実に活

用する。

◆ 介護の生産性・質の向上（ロボット・ＩＣＴ活用、経営の協働化・大規模化の推進、介護施設の人員配置基準の柔軟化等）

・ 今後も人手不足が全産業で続くと見込まれる中で、介護現場における生産性向上の取組を進め、ケアの質の向上、介護職員の負担

軽減や業務の効率化につなげるため、介護サービス事業者の介護ロボット・ＩＣＴ機器の導入や経営の協働化・大規模化を推進す

る。あわせて、介護ロボット・ＩＣＴ機器の活用等により先進的な取組を行っている介護付き有料老人ホームにおける人員配置基

準を特例的に柔軟化する。

◆ 診療報酬改定、介護報酬改定、障害福祉サービス等報酬改定の実施（抄）

・ 令和６年度介護報酬改定と障害福祉サービス等報酬改定については、介護や障害福祉の現場で働く方々の処遇改善を着実に行いつ

つ、サービスごとの経営状況の違いも踏まえたメリハリのある対応を行う。
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＜② 「加速化プラン」の実施が完了する 2028 年度までに実施について検討する取組＞

（生産性向上、効率的なサービス提供、質の向上）

◆ 医療機関、介護施設等の経営情報の更なる見える化（抄）

・ また、介護サービス事業者の経営情報に関するデータベースについて、2024 年４月からの施行に向けて取り組むとともに、職種

別の給与総額等について継続的に把握できるような対応について検討を行う。

◆ 介護の生産性・質の向上（ロボット・ＩＣＴ活用、協働化・大規模化の推進等）

・ より多くの事業所で、サービスの質を高めつつ、介護職員の負担軽減や事務の効率化を図るため、ＫＰＩを設定し、生産性向上に

向けた取組を推進する。具体的には、都道府県のワンストップ型の総合相談センターが窓口となって、地域の実情に応じた導入支

援や伴走支援、ＤＸ人材の育成等の取組を進めるとともに、国において、介護ロボット等のＵＩ（ユーザーインターフェース）の

改善、ニーズを踏まえた機器開発、効果的な事例の横展開、課題の調査研究などを進める。あわせて、ＩＣＴ化による生産性向上

等を踏まえて、介護付き有料老人ホーム以外の介護施設（特別養護老人ホーム等）についても、今後の実証事業によって、介護ロ

ボット・ＩＣＴ機器の活用等による人員配置基準の特例的な柔軟化が可能である旨のエビデンスが確認された場合は、次期介護報

酬改定を待たずに、社会保障審議会介護給付費分科会の意見を聴き、人員配置基準の特例的な柔軟化を行う方向で、更なる見直し

の検討を行う。

・ 介護サービス事業者の経営の協働化・大規模化を推進するため、社会福祉連携推進法人の一層の活用の促進、法人・事業所間の連

携による事務処理部門の集約や、共同で行うＩＣＴインフラの整備、人事管理システムの共通化などにより一層取り組むとともに、

好事例の横展開を図る。介護分野における手続負担を軽減する観点から、2025 年度中に介護事業所の地方公共団体に対する指定

申請等の行政手続のデジタル化を進める。また、必要な介護サービスを提供するため、海外向けの情報発信の強化等による海外現

地での戦略的な掘り起こしの強化や定着支援の取組など、外国人介護人材を含めた人材確保対策を進める。

・ 地域の関係者が連携し、利用者一人一人の状態に応じたサービスを提供できるよう、本人、介護事業所、自治体等の関係者が介護

サービス利用者の介護情報等を電子的に共有できる情報基盤を整備する。

・ 自立支援・重度化防止に資するサービスの提供を推進していく観点から、介護報酬におけるアウトカム評価の在り方について、検

討を行う。

全世代型社会保障構築を目指す改革の道筋（改革工程）②
（令和５年1 2月2 2日閣議決定）（抄）
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◆ 介護保険制度改革（ケアマネジメントに関する給付の在り方、軽度者への生活援助サービス等に関する給付の在り方）

・ ケアマネジメントに関する給付の在り方（利用者負担等）については、利用者やケアマネジメントに与える影響、他のサービスと

の均衡等も踏まえながら、包括的に検討を行い、第 10 期介護保険事業計画期間の開始（2027 年度）までの間に結論を出す。

・ 軽度者（要介護１及び２の者）への生活援助サービス等に関する給付の在り方については、介護サービスの需要が増加する一方、

介護人材の不足が見込まれる中で、現行の介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」という。）に関する評価・分析や

活性化に向けた取組等を行いつつ、第 10 期介護保険事業計画期間の開始（2027 年度）までの間に、介護保険の運営主体である市

町村の意向や利用者への影響等も踏まえながら、包括的に検討を行い、結論を出す。

◆ サービス付き高齢者向け住宅等における介護サービス提供の適正化

・ サービス付き高齢者向け住宅等における介護サービスの提供について、指摘されている入居者に対する過剰な介護サービスの提供

（いわゆる「囲い込み」）の実態把握に係るこれまでの取組を踏まえ、引き続き地方自治体と連携して、事業実態を把握した上で、

より実効的な点検を徹底するとともに、サービス提供の適正化に向けた更なる方策を検討し、必要な対応を行う。

◆ 福祉用具貸与のサービスの向上

・ 福祉用具貸与について、過剰な福祉用具貸与が利用者の身体能力の低下を招くおそれがあるとの問題や、過剰な保険給付につなが

るとの問題が指摘されていることを踏まえ、利用者の身体状況等に応じた福祉用具の選定や適切なモニタリングによる自立支援等

の促進に向けて、2024 年度から開始される貸与と販売の選択制の導入等による効果や課題等を調査・検証し、その結果に基づい

て必要な対応を行う。

全世代型社会保障構築を目指す改革の道筋（改革工程）③
（令和５年1 2月2 2日閣議決定）（抄）
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（能力に応じた全世代の支え合い）

◆ 介護保険制度改革（利用者負担（２割負担）の範囲の見直し、多床室の室料負担の見直し）

・ 利用者負担が２割となる「一定以上所得」の判断基準の見直しについては、以下の内容につき、引き続き早急に、介護サービスは

医療サービスと利用実態が異なること等を考慮しつつ、改めて総合的かつ多角的に検討を行い、第 10 期介護保険事業計画期間の

開始（2027 年度～）の前までに、結論を得る。

（ⅰ） 利用者負担の「一定以上所得」（２割負担）の判断基準10について、以下の案を軸としつつ、検討を行う。

ア：直近の被保険者の所得等に応じた分布を踏まえ、一定の負担上限額を設けずとも、負担増に対応できると考えられる所得を有

する利用者に限って、２割負担の対象とする。

イ：負担増への配慮を行う観点から、当分の間、一定の負担上限額を設けた上で、アよりも広い範囲の利用者について、２割負担

の対象とする。その上で、介護サービス利用等への影響を分析の上、負担上限額の在り方について、2028年度までに、必要

な見直しの検討を行う。

（ⅱ） （ⅰ）の検討に当たっては、介護保険における負担への金融資産の保有状況等の反映の在り方や、きめ細かい負担割合の在

り方と併せて早急に検討を開始する。

・ 令和６年度介護報酬改定で決定した、一部の介護老人保健施設及び介護医療院の多床室の室料負担の見直しを着実に実施する。そ

の上で、引き続き、在宅との負担の公平性、各施設の機能や利用実態等を踏まえ、更なる見直しを含め必要な検討を行う。

（注）令和６年度予算編成 大臣折衝事項（令和５年12月20日）（抄）

介護老人保健施設及び介護医療院の多床室の室料負担の見直しについては、介護給付費分科会における議論を踏まえ、一部の施設（介護老人保健

施設においては「その他型」及び「療養型」、介護医療院においては「Ⅱ型」）について、新たに室料負担（月額８千円相当）を導入する。その上

で、引き続き、在宅との負担の公平性、各施設の機能や利用実態等を踏まえ、更なる見直しを含め必要な検討を行う。（令和７年８月施行）

◆ 医療・介護保険における金融所得の勘案

・ 国民健康保険制度、後期高齢者医療制度及び介護保険制度における負担への金融所得の反映の在り方について、税制における確定

申告の有無による保険料負担の不公平な取扱いを是正するため、どのように金融所得の情報を把握するかなどの課題も踏まえつつ、

検討を行う。

全世代型社会保障構築を目指す改革の道筋（改革工程）④
（令和５年1 2月2 2日閣議決定）（抄）
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◆ 医療・介護保険における金融資産等の取扱い

・ 預貯金口座へのマイナンバー付番の状況等を踏まえつつ、資産運用立国に向けた取組や国民の安定的な金融資産形成の促進などに

も配慮しながら、医療・介護保険における負担への金融資産等の保有状況の反映の在り方について検討を行う。介護保険の補足給

付の仕組みがあるところ、医療保険では、保険給付と補足給付の仕組みの差異や、加入者数が多く保険者等の事務負担をどう考え

るかといった指摘があることも踏まえ、検討を行う。

◆ 医療・介護の３割負担（「現役並み所得」）の適切な判断基準設定等

・ 年齢に関わりなく、能力に応じて支え合うという観点から、医療における「現役並み所得」の判断基準の見直し等について、検討

を行う。「現役並み所得」の判断基準や基準額の見直しに当たっては、現役世代の負担が増加することや、2022 年10月に施行され

た後期高齢者医療制度における窓口負担割合の見直し（一定以上所得のある者への２割負担の導入）の施行の状況等に留意する。

・ 介護における「現役並み所得」の判断基準については、医療保険制度との整合性、介護サービスは長期間利用されること等の利用

者への影響等を踏まえつつ、引き続き検討を行う。

（高齢者の活躍促進や健康寿命の延伸等）

◆ 高齢者の活躍促進（抄）

・ 高齢者の地域における自立した日常生活の支援や社会参加を促進する観点から、総合事業の充実について、第10期介護保険事業

計画期間以降を見据え、第９期介護保険事業計画期間（2024～2026 年度）を通じた工程表を作成し、総合事業の活性化に向けた

具体的な方策を講ずることにより、保険者が集中的に取り組むことのできる環境整備を進めることを検討する。

全世代型社会保障構築を目指す改革の道筋（改革工程）⑤
（令和５年1 2月2 2日閣議決定）（抄）
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３．「地域共生社会」の実現

＜① 来年度（2024 年度）に実施する取組＞

◆ 住まい支援の強化に向けた制度改正（抄）

・ 単身高齢者、生活困窮者を始めとする住宅確保要配慮者が、民間賃貸住宅に円滑に入居し、安心して生活できるようにするために

は、住まいの確保等に関する相談支援から、転居支援、住まいが定まった後の支援まで、切れ目のない支援体制の構築を図る必要

がある。このため、「住まい支援システム」の構築に向けたモデル事業（※）も踏まえつつ、引き続き自治体の取組に対する伴走支

援を行いながら、以下の必要な見直しを行う。

・ 住宅確保要配慮者に対する居住支援機能等のあり方に関する検討会における中間とりまとめ案（令和５年12月５日）を踏まえ、

住宅確保要配慮者への居住支援の充実、賃貸人が住宅を提供しやすい市場環境の整備、住宅確保要配慮者のニーズに対応した住宅

等の確保方策、地域における住宅・福祉・司法と連携した居住支援の体制づくり等の観点から、住宅セーフティネットの機能の一

層の強化に資する必要な制度改正の実施に向けて、関係省庁の連携の下、更なる検討を深めていく。

・ 単身高齢者を始めとする高齢者の安心な住まいを確保するため、総合的・包括的な住まい支援の更なる全国展開に向けた取組を推

進する。

（※）厚生労働省の令和５年度老人保健健康増進等事業による調査研究事業

＜② 「加速化プラン」の実施が完了する 2028 年度までに実施について検討する取組＞

◆ 身寄りのない高齢者等への支援

・ 高齢者を中心として単身世帯等の急増が確実に見込まれる中で、身元保証から日常生活支援、死後事務の処理に至るまで、広く生

活を支えていくため、既存の各施策も踏まえた上で、必要な支援の在り方について検討を行う。

全世代型社会保障構築を目指す改革の道筋（改革工程）⑥
（令和５年1 2月2 2日閣議決定）（抄）
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